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再生可能エネルギー・バイオマスエネルギー利用の背景
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用
途

液体燃料
(バイオエタノール､BDF、

ジェット燃料 等)

気体燃料
（バイオマス由来メタン等）

発 電

熱

輸送燃料

木質系 農業残さ系

家畜排せつ物

下水汚泥 食品廃棄物 CH4

微細藻類原料

変
換

濃縮･
分離

抽出･
精製

固体燃料製造
（木質ペレット等）

■バイオマスとは、「再生可能な、生物由来の有機性資源で化石資源を除いたもの」。
■原料として使用するバイオマス資源、エネルギーの利用形態（電力、熱、輸送燃料など）、
そしてそれらを結びつけるエネルギー変換技術で構成される。
また、変換を経ず、直接燃焼による発電、熱利用も行われている。

■バイオマスの利用方法は、製材等に用いるマテリアル利用とエネルギー利用に大別。
まずマテリアルとして利用し、最終的にはエネルギー利用するというカスケード利用を
行うことで資源の有効活用が可能。また、用途に応じて輸送燃料等の液体燃料への変換も可能。

■エネルギー利用として燃焼させるとCO2が発生するが、これは成長過程で大気中から吸収した
CO2であり（カーボンニュートラル）、再生可能エネルギーのひとつとして位置づけられている。

バイオマスとは

原料調達 変換技術 利用形態× ×
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エネルギーセキュリティー
・日本のエネルギー自給率はわずか9.5％
（2017年度）
・化石燃料は限りのある資源

環境対策

・温室効果ガス（GHG）の削減

第五次エネルギー基本計画
出典：資源エネルギー庁の資料を元に作成

再生可能エネルギー

バイオマス発電 バイオマス熱利用

バイオマス燃料製造

・再生可能エネルギーは主力電源化していくものと位置づけ

・バイオマス発電は、安定的に発電を行うことが可能となりうる、
地域活性化にも資するエネルギー源

・木質バイオマス発電及び熱利用については、地域分散型、
地産地消型のエネルギー源としての役割
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世界の再生可能エネルギーの導入状況（発電設備容量）

 2015年に、発電設備容量（ストック）ベースではじめて再エネ＞石炭。

その後も、発電設備容量（ストック）、年間導入量（フロー）ともに、着実に増加
している。
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（出典）資源エネルギー庁調べ

発電電力量に占める再生可能エネルギー比率の比較

欧州主要国の再エネ発電比率は、30%前後に到達

日本の再エネ電源比率は、１６．０％
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2030年度のエネルギーミックス（日本）

(kW) 導入水準
(18年12月)

FIT前導入量
＋FIT認定量

(18年12月)

ミックス
(2030年度)

ミックスに
対する

導入進捗率

太陽光 4,870万 7,830万 6,400万 約76%

風力 370万 960万 1,000万 約37%

地熱 51万 60万
140～

155万
約35%

中小
水力

970万 990万
1,090～

1,170万
約86%

バイオ 380万 1,100万
602～

728万
約58%

※バイオマスはバイオマス比率考慮後出力。
※改正FIT法による失効分（2019年１月時点で確認できているもの）を反映済。
※地熱・中小水力・バイオマスの「ミックスに対する進捗率」はミックスで示された値の中間値

に対する導入量の進捗。

（出典）資源エネルギー庁 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料

日本の「エネルギーミックス」実現への道のりは、道半ば。
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電源構成におけるバイオマスの期待値

2030年度の電源構成

出典：資源エネルギー庁

✔「第5次エネルギー基本計画」において、「再エネ」が初めて
「主力電源化」していくものと位置づけられた

✔2030年度の電源構成のうち、「再エネ」は22～24%の見通し、
「バイオマス」は3.7~4.6％を担う
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再エネ比率２２～２４％
(２０１８年度１６．０％）

２０３０年に向けた対応
~エネルギーミックスの確実な実現~

〇再生可能エネルギー
・主力電源化への布石
・低コスト化,系統制約の克服,

火力調整力の確保

〇原子力
・依存度を可能な限り低減
・不断の安全性向上と再稼働

〇化石燃料
・化石燃料等の自主開発の促進
・高効率な火力発電の有効活用
・災害リスク等への対応強化

〇省エネ
・徹底的な省エネの継続
・省エネ法と支援策の一体実施

〇水素/蓄電/分散型ｴﾈﾙｷﾞｰの推進

（２）地域との共生を図りつつ緩やかに自立化に向か
う地熱・水力・バイオマスの主力電源化に向けた取組

バイオマス発電は、燃料費が大半を占める発電コ
ストの低減や燃料の安定調達と持続可能性の確保な
どといった課題が存在する。こうした課題を克服し、
地域での農林業等と合わせた多面的な推進を目指し
ていくことが期待される。

このため、大きな可能性を有する未利用材の安定
的・効率的な供給による木質バイオマス発電及び熱
利用等について、循環型経済の実現にも資する森林
資源の有効活用・林業の活性化のための森林・林業
施策や農山漁村再生可能エネルギー法等を通じて
積極的に推進し、農林漁業の健全な発展と調和のと
れた再生可能エネルギーの導入を推し進めていく。さ
らに、家畜排せつ物、下水汚泥、食品廃棄物などの
バイオマスの利用や、耕作放棄地等を活用した燃料
作物バイオマスの導入を進める。

大規模なバイオマス発電を中心に、競争を通じてコ
スト低減が見込まれるものについては、安定的かつ
持続可能な燃料調達を前提に、ＦＩＴ制度に基づく入
札制を通じて、コスト効率的な導入を促す。

エネルギー基本計画（平成３０年７月閣議決定）

（出典）資源エネルギー庁 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料 10



バイオマス発電を主力電源のひとつとして活用するために

 再生可能エネルギーが主力電源になるためには、将来的にFIT制度等による政策措置がなく
とも、電力市場でコスト競争に打ち勝って自立的に導入が進み、規律ある電源として長期安
定的な事業運営が確保されなければならない。他方、再生可能エネルギーには、地域の活
性化やレジリエンス強化に資する面もあることから、地域で活用される電源としての事業環
境整備も重要。

 そこで、再生可能エネルギーの活用モデルを大きく以下の２つに分類し、それぞれの「自立」
に向けた制度や政策措置の在り方を検討していく。

 コスト競争力ある電源として、卸電力取引市
場や相対契約による市場取引で勝ち残り、
全国大で活用される電源

 インバランスリスクや出力制御など発電事業
者としての然るべき責務を負い、信頼度の高
い設備運用や事業体制により、安定的に電
力供給可能な長期安定電源

 系統制約の中でも、入札制度等と併せて計
画的かつ効率的に配置されていく電源

①競争力ある電源への成長モデル

 地域でエネルギー供給構造に参加する事
業者が、各電源の特性に応じ、地域政策や
他の分散型エネルギーとの連携、自家消費
等を進めることにより、効率的なエネルギー
利用や産業・雇用創出など地域活性化を促
す小規模な分散型電源

 系統への負荷を抑制するとともに、災害時・
緊急時における地域のレジリエンス強化に
資する電源

②地域で活用される電源としてのモデル

（出典）資源エネルギー庁 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料 11



建材に不向きな残材・枝葉を燃料として
竹加工工場に熱電併給することで、マテリ
アル利用とエネルギー利用の両立を図る
ことの事業可能性を検証。

バイオマス発電の課題と対応

 バイオマス発電は他の再エネ電源と異なり、発電の際に燃料が必要となる。このため、例えば、

 コスト低減の観点からは、燃料費（バイオマス調達費用）がコストの大半を占める（木質バイオ
マス：燃料費が７割）中で、どのようにコスト低減の道筋を明確化していくかが課題であり、

 長期安定電源化の観点からは、一般木材等・バイオマス液体燃料区分のFIT認定量が急増
（ＦＩＴ依存傾向→国民負担増）する中で、燃料の安定調達や持続可能性の確保が課題である。

効率的な林地残材集材システム及びチップの安定
供給体制の検討を通じて、地域の燃料供給・熱利用
システム構築の事業可能性を検証。

燃料の安定供給体制構築
（原料収集の低コスト化）の検討事例

（大分県日田市）

マテリアル利用と
エネルギー利用との両立を目指した
事業の検討事例（熊本県南関町）

＜木質バイオマス発電のコスト構造＞

出典：平成25年度木質バイオマス利用支援体制構築事業
「発電・熱供給・熱電併給推進のための調査」

＜課題＞ ＜現時点から行うべき対応＞

• どのようにコスト低下の道筋を明確化していく
か（木質バイオマスは燃料費が７割）。

• 地域や燃料により多様な課題を抱える中で、
いかに採算性の確保を図っていくか。

• 入札制の活用等による大規模発電を中心とした競争促進

• 地域の実情に応じて、燃料コストの低減や、熱電併給なども含めた収入源の多
様化を図る事業モデルを確立

• 輸入材利用を中心に認定量が急増している状
況にどう対処するか。

• どのようにして、燃料の安定調達と持続可能
性の確保を図っていくのか。

• 安定調達や持続可能性を確認するための認定基準に基づく厳格な確認

• 農林畜産業政策等の供給網構築支援と連携したエネルギー利活用の推進
（マテリアル利用も含めた地域内エコシステムの構築等）

（出典）資源エネルギー庁 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料を基に作成
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事業の背景

• バイオマス事業は、長期にわたる安定的な原料調達や、熱・電気等多様な需要先の
確保など特有の課題があり、事業開始のハードルが高い。

• バイオマスの活用がFITによる売電の取組に偏り、FIT以外の取組で持続可能な事
業モデルを構築するのが難しい状況。

国民負担増につながるFITへの過度の依存を回避する観点から、実証事業 を実施し
て「事業モデル」を検証しつつ、その成果を反映したバイオマスエネルギー利用に係るガ
イドラインの策定と事業継続が可能な方法論を公開することで、バイオマスのエネル
ギー利用に係るコスト低減の道筋を示す。

事業の目的

事業の目的

本事業については、ＦＩＴ制度と歩調を合わせながら、実施していく必要があ
るため、ＦＩＴ制度を含めたエネルギー政策を所管する経済産業省でしか実施
することができない強みを生かし、「燃料の安定調達と持続可能性」、「地産地
消のマテリアル・エネルギー利用」、「電気と熱を併せたエネルギー利用」、「地
域の農林業・畜産業と合わせた多面的な推進」を図る、FIT無しで経済的に自
立する健全な事業運営を可能とする地域自立システムの事業モデルの構築
を目指す。
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・本事業のねらい

バイオマスエネルギーの利用拡大を推進するためには、熱利用等を有効に図り効率よく運用するとと
もに、地域の特性を活かした最適なシステム化が必要である。

 このために、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）や補助金などに頼らないことを念頭
においた、バイオマスエネルギー利用に係る設備機器の技術指針、システムとしての導入要件を
策定し、これらにもとづいた地域自立システムの実証を実施する。

 また、事業性評価（ＦＳ）や実証で抽出された技術課題の開発を実施する。

これにより、健全な事業運営を可能とする地域自立システムを確立し、バイオマスエネルギーの導入
促進に資することを目的とする。

「バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業」

14



目次構成

1. 必要性（位置付け、目的、目標等の妥当性）
・政策における「事業」の位置付けは明らかか。
・政策、市場動向等の観点から「事業」の必要性は明らかか。
・NEDOが「事業」を実施する必要性は明らかか。
・「事業」の目的は妥当か。
・「事業」の目標は妥当か。

2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）
・「事業」の実施計画は妥当か。
・「事業」の実施体制は妥当か。
・「事業」の実施方法は妥当かつ効率的か。
・「事業」によりもたらされる効果（将来の予測を含む）は、投じた予算との比較に

おいて十分と期待できるか。
・情勢変化に対応して「事業」の実施計画、実施体制等を見直している場合、

見直しによって改善したか。
3. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・中間目標を設定している場合、中間目標を達成しているか。
・最終目標を達成する見込みはあるか。
・社会・経済への波及効果が期待できる場合、積極的に評価する。
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1. 必要性（位置付け、目的、目標等の妥当性）
・政策における「事業」の位置付けは明らかか。

「政策的な重要性」

再生可能エネルギーの導入は、エネルギーセキュリティーの向上及び地球温暖
化の防止の観点から、政府が主導して取り組むべき課題の一つとして位置付けら
れている。

未利用材による木質バイオマスをはじめとしたバイオマス発電は、安定的に発電を行うことが可能となり
うる、地域活性化にも資するエネルギー源である。特に木質バイオマス発電及び熱利用については、我が
国の貴重な森林を整備し、林業を活性化する役割を担うことに加え、地域分散型、地産地消型のエネル
ギー源としての役割を果たすものである。

一方、木質や廃棄物などの材料や形態がさまざまであり、コスト等の課題を抱えることから、既存の利用
形態との競合の調整、原材料の安定供給の確保等を踏まえ、分散型エネルギーシステムの中の位置づけ
も勘案しつつ、森林・林業背作などの各種支援策を総動員して導入の拡大を図っていくことが期待される。

第5次エネルギー基本計画（2018年７月 閣議決定）

エネルギー利用に関しても、固定価格買取制度を活用した売電の取組に偏り、地域内で循環利用する取
組や熱利用などが十分に進んでいるとは言いがたい。
このようなことが生じている背景には、取組における経済性の確保が課題となっていることに加え、売電の取
組以外に地域が主体となる持続的な事業のモデルが確立していないことが問題であると考えられる。

「新たなバイオマス活用推進基本計画」（2016年9月 閣議決定）
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1. 必要性（位置付け、目的、目標等の妥当性）
・事業の位置づけ、政策、市場動向等の観点から「事業」の必要性は明らかか。

「バイオマス分野における他省庁等の取組とNEDOとの連携」

実証事業の推進にあたっては、経済産業省のもとに関連するバイオマス所管省庁等と連携

地域自立システム実証事業
のターゲット
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1. 必要性（位置付け、目的、目標等の妥当性）
・NEDOが「事業」を実施する必要性は明らかか。

「民間事業者・自治体独自の取組みとの違い」

①民間事業者のFITに頼らない取り組みは、大規模で燃料の大部分を輸入材に頼る等、地域に
根ざしたバイオマス発電事業とは必ずしも言えない限られた事例であり、多くのバイオマス発電
事業については、燃料費負担が重く、未だFIT制度や補助金等による支援からの自立が課題と
なっている状況である。

⇒先導的で展開可能な事業モデルを確立し、横展開を図ることにより、バイオマスによる
エネルギー利用の 導入拡大を図る必要がある。

②バイオマス事業は特定の自治体のみで実施されるものではなく、全国の様々な自治体で可能な
もの。一方、バイオマス事業は対象原料や規模、地域特性により傾向が大きく異なるため、
持続可能な事業モデルを構築することが難しい状況。

⇒バイオマス事業を行う上での要件・指針を策定し、自治体の協力を踏まえ、民間事業者による
経済的に自立したバイオマス事業の導入拡大を図ることを目的としている。

本事業は日本初の技術を取り扱うなど、高い専門性をもったマネジメント能力が必要で
あり、これまでに全国のバイオマスエネルギー事業者に対するヒアリングや技術開発等を
実施してきたNEDOが適切な執行機関と捉えており、NEDOがマネジメントすることで、より
適切な要件・指針を策定し、横展開を図ることができるものと考える。
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本事業については、ＦＩＴ制度と歩調を合わせながら、実施していく必要があ
るため、ＦＩＴ制度を含めたエネルギー政策を所管する経済産業省でしか実施
することができない強みを生かし、「燃料の安定調達と持続可能性」、「地産地
消のマテリアル・エネルギー利用」、「電気と熱を併せたエネルギー利用」、「地
域の農林業・畜産業と合わせた多面的な推進」を図る、FIT無しで経済的に自
立する健全な事業運営を可能とする地域自立システムの事業モデルの構築
を目指す。

1. 必要性（位置付け、目的、目標等の妥当性）
・「事業」の目的・目標は妥当か。

事業の背景
（再掲）

• バイオマス事業は、長期にわたる安定的な原料調達や、熱・電気等多様な需要先の
確保など特有の課題があり、事業開始のハードルが高い。

• バイオマスの活用がFITによる売電の取組に偏り、FIT以外の取組で持続可能な事
業モデルを構築するのが難しい状況。

国民負担増につながるFITへの過度の依存を回避する観点から、実証事業を実施して
「事業モデル」を検証しつつ、その成果を反映したバイオマスエネルギー利用に係るガイ
ドラインの策定と事業継続が可能な方法論を公開することで、バイオマスのエネルギー
利用に係るコスト低減の道筋を示す。

事業の目的
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1. 必要性（位置付け、目的、目標等の妥当性）

（ 基本計画 より）

「事業全体目標」

• バイオマスエネルギー利用に係る設備機器の技術指針、システムとしての導入要件を
策定する。

• 技術指針／導入要件にもとづき、実証を行い、必要に応じて要素技術開発を実施し、
課題を解決し、システムへ反映する。

• 各事業の最終目標、中間目標については「事業計画」に定める。

• ＮＥＤＯでこれまで実施した実証系事業等の成果や、近年のバイオマスエネルギー利
用設備の導入状況調査の結果から、バイオマスエネルギー利用に係る設備機器の
技術指針とシステムとしての導入要件を整理する。

• その後、策定した技術指針／導入要件に基づいて実証を実施する。
• また、システム全体としての効率を向上させることが期待される要素技術の開発を必

要に応じて実施する。
• さらに実証の成果等を策定した技術指針／導入要件に反映し、公開する。

①アウトプット目標

②アウトカム目標

・「事業」の目的・目標は妥当か。
事業開始の入
ハードル高い

コスト低減・持続可能
な道筋を示す

持続可能な事業
モデルを構築す
るのが難しい
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1. 必要性（位置付け、目的、目標等の妥当性）

（基本計画 より）

「事業項目別 目標（1/2）」

バイオマス種（木質系、湿潤系、都市型系、混合系）ごとに、設備機器の技術指針とシステムとして
の導入要件を策定し、実証事業による検証を経て、最新の技術動向等を反映し、広く一般に公開する。

実証事業に向けた事業性評価（ＦＳ）を実施し、外部有識者による評価を行い、事業性があると評価
された事業については、引き続き実証事業を行う。

①バイオマスエネルギー導入に係る技術指針／導入要件の策定に関する検討

②地域自立システム化実証事業 （１）事業性評価（ＦＳ）

• 中間目標
バイオマスエネルギー利用の地域自立システムの実証に向けて、技術指針／導入要件を満たす

事業について事業性を適切に評価した上で、実証の実施体制を組織し、実証設備の設計・建設に着
手する。
• 最終目標

バイオマスエネルギー利用の地域自立システムについて、技術指針／導入要件にもとづいて実証
を実施することで、技術指針／導入要件の内容について検証するとともに、既存技術の改良改善や
要素技術の高効率性、高品質性、低コスト性を実証し、健全な運用が可能な地域システムを具体的
に提示する。

②地域自立システム化実証事業 （２）実証事業

・「事業」の目的・目標は妥当か。

21



1. 必要性（位置付け、目的、目標等の妥当性）

（ 基本計画 より）

「事業項目別 目標（2/2）」

達成目標については、下記のように定める。なお、本事業はテーマ設定型公募とする。なお、
当該テーマはＦＳ及び実証の中で抽出するため、個別目標についてはＦＳ以降に個別に定めるも
のとする。

• 中間目標
システム全体の運用を向上させることが期待できる、実用的な技術課題の解決にむけて、具体的

な方針を検討する。

• 最終目標
システム全体のコスト低減や運用性を向上させることが期待できる実用的な技術を開発し、実証

事業の中で検証する。

③地域自立システム化技術開発事業

・「事業」の目的・目標は妥当か。
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

・「事業」の実施計画は妥当か。

ヒアリング調査の結果から、事業成立のポイントを ４つの工夫で明確化し課題を整理。

ヒアリング
⇒ガイドライン⇒ＦＳ
⇒実証事業⇒技術開発
⇒ガイドライン等、
事業間リンク・反映させること
でナレッジの循環スパイラル
を創出させ、具体性・効率性・
成果の最大化を図る。
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

事業モデル

メ
タ
ン
発
酵
系

①大規模の都市ごみ系複合処理

②中規模の工業団地系の処理

③小規模の農業残さ系の処理

木
質
系

④事業系の熱利用を主体にした事業

⑤山間地における地域密着型の事業

⑥工業団地における複合利用事業

国内でのバイオマス利用を検討するにあたり、原料別、事業形態別に分類し、概ね全範囲
を網羅する事業モデルについて、事業性評価（ＦＳ）、実証事業を実施。

・「事業」の実施計画は妥当か。
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

・「事業」の実施計画は妥当か。

事業性評価（ＦＳ）の結果、事業化において有望な案件に
ついて実証事業に展開
各事業の成果は技術指針・導入要件の策定にフィード
バック。
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

・「事業」の実施体制は妥当か。

技術委員会 2019.12.10時点

委員長
千葉 忠俊 氏：北海道大学 名誉教授

委員
大谷 繁 氏 ：(一社)地球温暖化対策技術会 技術顧問
多賀谷 実 氏 ：日本ベンチャーキャピタル(株) 代表取締役社長
巽 孝夫 氏 ：国際石油開発帝石(株) テクニカルコンサルタント
伏見 千尋 氏 ：東京農工大学 准教授
松田 從三 氏 ：北海道大学 名誉教授
三浦 孝一 氏 ：京都大学 名誉教授

• 導入要件・技術指針の審議
• ＦＳのステージゲート審査
• 事業全体に係る進捗、方向性に

ついての助言

委託
(1)導入要件・技術指針の策定

委託
(2)地域自立システム化実証事業／事業性評価(FS)

助成（2/3）
(2)地域自立システム化実証事業／実証事業

助成（2/3）
(3)地域自立システム化技術開発事業

技術面のみならず、多角的な観点から審査できる委員を選定し、「技術検討委員会」に
おいて、プロジェクト推進に係る審議等を実施。

ＮＥＤＯ

事業の進捗等をマネジメント

事業間ヒアリング
＆コンサルティング
を通じてナレッジ循
環モデルを創出。
効率追求＆成果の
最大化を図る。

事業推進委員会（事業者主体）
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

・「事業」の実施体制は妥当か。

ＦＳが委託事業である理由

• バイオマス事業は対象原料や規模、地域特性により傾向が大きく異なるため、ガイド
ラインの充実化には様々な組合せを反映したＦＳを実施し、各地域の事業主体による
個別具体的な事業モデルに当てはめて検証することが必要であるため、本来国が行
うべきものを民間事業者への委託によって補完している。

実証が補助事業である理由

• 新たな持続可能な事業モデルの取組に初めて挑戦するトップランナーの事業者にとっ
て、「燃料調達」と「事業収入」の変動リスクが大きく、また、安定した操業に向けた「技
術リスク」も伴うため、事業開始時（実証期間）の１～３年間程度を支援し、実証期間終
了後も長期にわたって継続できる見通しを得るために、２／３助成としている。また、実
証企業の対象事業者は中小企業が多い。

各事業を補助・委託で実施する理由を整理。
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

・「事業」の実施体制は妥当か。

事業化を見据え、事業性評価（ＦＳ）の時点から事業主体の明確化を図る目的で、
2016年度（第4回）から原則、共同提案は2者以内とし、再委託および共同実施も
原則認めないこととした。

FS
3回目

“熊野新道”〜新しい木質バイオマスエネルギーの道（拠点）づくりの事業性評価(FS)

熊野原木市場協同組合、三重くまの森林組合、野地木材工業(株)、辻製油(株)、
(株)かきうち農園、(国大)三重大学

FS
5回目

廃棄バイオマスを利用したクリーニング工場への蒸気供給事業の事業性評価（ＦＳ）

智頭石油(株)

変更後事例（1社提案←主体（責任）が明確）

変更前事例（6社による共同提案←事業主体（責任）が不明瞭）
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

・「事業」の実施方法は妥当かつ効率的か。

「導入要件・技術指針」策定に向けて、2018年度からＦＳ事業者にコンサルティングを行い、
不足する知見やデータ等を収集し、より実用的な「導入要件・技術指針」に改訂する取組
みを開始。

コンサルティングの目的

①面談の実施

②現地調査

③事業成立性、地域効果、リスクの分析

④外部有識者から意見聴収等

⑤ＦＳ終了後の方向性検討

ガイドライン
（技術指針/導

入要件）へ具
体的な知見と
して反映

コスト低
減・持続可
能な道筋を

示す

展開

ＦＳ事業者へのコンサルティングの流れ

• 事業者目線での「成功／失敗事例」の詳細分析

• 導入要件・技術指針への新規項目の追加およびユーザビリティの向上

• 導入要件・技術指針の策定を通じて得られた知見に基づく事業者のサポート
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

・「事業」によりもたらされる効果（将来の予測を含む）は、投じた予算との比較
において十分と期待できるか。

（単位：百万円）

総事業費：約72.5億円程度（2014～2020年度） ⇒評価対象年度については、約53.7億円

研究開発項目 2014 2015 2016 2017 2018 2019
(予定)

2020 合計
（予定）

執行額 ①＋②＋③ 73 259 558 1,843 1,475 1,165 - 5,373

①技術指針・導入要件の策定 73 76 39 39 47 50 - 324

②地域自立システム化実証事業（1）+（2） - 183 519 1,804 1,427 1,061 - 4,994

（1）事業性評価（FS）（35件） - 183 193 30 115 130 - 651

（2）実証事業(7件) - - 326 1,774 1,312 931 - 4,343

③地域自立システム化技術開発事業 - - - - 1 54 - 55

あるメタン発酵系の実証事業では、
• 既に自治体や民間企業から導入検討に関する引き合い多数
• 年間施設来場者数増加に伴う知名度の向上および商談案件の増加
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

・情勢変化に対応して「事業」の実施計画、実施体制等を見直している場合、
見直しによって改善したか。

「情勢の変化：FIT制度見直し」

厳しい原料の調達状況でも事業可能な実証事業者を選定。

低質のバイオマスの有効活用に着目。
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

・情勢変化に対応して「事業」の実施計画、実施体制等を見直している場合、
見直しによって改善したか。

2018年度以降、関係府省庁等との連携も見据えつつ、 実証前の審査を厳格化し、実証事業終了後に
補助金やＦＩＴなしで自立でき、横展開される見込みが高い事業に絞り込むため、公募要件をステージ
ゲート審査から新規公募（外部有識者による採択審査）へ変更した。

「実証事業の公募要件を変更」

事業性評価（ＦＳ）及び実証事業を通した提案をいただき、実証事業は事業性評価（ＦＳ）の結果を審査（ステージ
ゲート）し、実証事業の内容、事業規模等が目的を達成するために必要かつ適切と判断され、かつＮＥＤＯの目的と
合致する場合においてのみ、移行、実施いたします。

FIT制度に頼らない事業を対象とし、既に公的な事業性評価（ＦＳ）を経た案件で、かつ、現在、ＮＥＤＯが実施して
いる「バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業／実証事業」に類する案件以外の案件に関して、技術
的先進性や地域特性の活用が図られ、その普及性のバランスを考慮したシステム構築を目指し、助成事業終了後
の事業化を目的とした実証事業を行います。

2018年度に事業を開始した実証事業（1件）

ＦＩＴ制度に頼らない事業を対象とし、既に公的機関（ＮＥＤＯ、関係府省庁等）の事業性評価（ＦＳ）を経た案件で、
かつ、現在、ＮＥＤＯが実施している「バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業／実証事業」に類する
案件以外の案件に関して、技術的先進性や地域特性の活用が図られ、その普及性のバランスを考慮したシステム
構築を目指し、助成事業終了後の事業化を目的とした実証事業を行います。

2017年度以前に事業を開始した実証事業（5件）

2019年度に事業を開始予定の実証事業（1件）

2017年度以前公募要領

2018年度公募要領（一部改善）

2019年度公募要領（一部改善）
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

・情勢変化に対応して「事業」の実施計画、実施体制等を見直している場合、
見直しによって改善したか。

「情勢の変化：行政事業レビューへの対応」

②「秋のレビュー」 日時：2018年11月13日（金）
取りまとめコメント：

 「地域で自立したバイオマスエネルギーの活用モデルを確立するための実証事業」は、
FS（事業性調査）や実証前の審査を厳格化することで、実証事業終了後に補助金や
ＦＩＴなしで自立でき、横展開される見込みが高い事業に絞り込むべきである。

 また、自立や横展開の見込みを勘案して、事業の途中であっても中止とする基準を
確立した上で、定期的にモニタリングを行うことにより、当該基準を的確に運用する
必要がある。

①「公開プロセス」 日時：2018年6月15日（金）
評価結果：事業内容の一部改善

審査項目の追加および重み付けを高くすることで公募審査基準を厳格化
（⇒2019年度より、実施方針の変更⇒審査基準改定）

 事業採算性が確保され、収益性が高い事業モデルとなっているか
 自立化や横展開の可能性が見込まれるか

モニタリング評価委員会を新たに創設・開催（⇒2019年度に開催）

指摘事項を踏
まえ、採択審
査基準や委員
会運用を見直
し改善対応を
図った
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・中間目標を設定している場合、中間目標を達成しているか。

2017年度 中間評価 「概ね現行通り実施して良い」

主な指摘事項 対 応

1

どうやってその140件のヒアリング
の成果を公表できるか、公表す
るとどういう成果が生まれるか是
非真剣に検討していただきたい。

ヒアリングで得られた多様な情報から課題や解決策を抽出し、事業タイ
プ毎に統計的に分析。加えて、ＦＳ・実証事業の進捗と併せてバイオマ
ス事業の共通の課題を体系的に整理。そのうえで、課題別に逆引き辞
典的に事業者が解決策を検索できるようガイドラインを改訂中（上記の
統計分析や体系化も公表予定）。

2
社会的な波及という観点で、市場
規模をどう考えるか。

近年FITの影響もあり国産の未利用間伐材や建廃チップ等の利用が飽
和状態に近づく中、本実証では、これまで利用が困難だった竹・バーク、
広葉樹、紙ごみ等の低質原料の活用や産業における熱利用方法を確
立。それによりバイオマス市場規模の拡大に貢献した（実証のタイプ別
に具体的な横展開可能性、市場規模を詳細分析予定）。実証内で明ら
かになった制度的課題や技術的課題は、今後他省庁との連携やNEDO
内の別の研究開発事業と連携し対応する予定。

3

今後の事業を考えるとやはり地
産地消、原料の調達からのエコ
システムを完成する所にフォーカ
スしていただきたい。

本実証事業でもそのような方向性のもと、地域内の資源を使い、産業
の発展とも連動したシステムの構築を目指している。現在、資源エネル
ギー庁のポストＦＩＴに向けた審議会等で、地域で活用される再エネのあ
り方が検討されていることも踏まえ、災害時対応、レジリエンスとしての
価値も検討を深める予定。

主な指摘事項に対して以下の通り対応中。
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

最終目標を達成する見込みはあるか。

最終目標：バイオマス種（木質系、湿潤系、都市型系、混合系）ごとに、設備機器の技術指針と
システムとしての導入要件を策定し、実証事業による検証を経て、最新の技術動向等を
反映し、広く一般に公開する。

①バイオマスエネルギー導入に係る技術指針／導入要件の策定に関する検討

１．公募資料として公開（公開済） ２．NEDO HP掲載（掲載済） ３．ワークショップ開催（開催済）

NEDO HP 
バイオマスエネルギー地域自立システムの導入要件・技術指針

【https://www.nedo.go.jp/library/biomass_shishin.html】
2019年8月公募

【https://www.nedo.go.jp/koubo/FF2_100262.html】

1. 郡山市(2016年12月13日)
2. 福岡市(2017年1月12日)
3. 札幌市(2017年11月1日)
4. 岡山市(2018年2月2日)
5. 仙台市（2019年7月9日）
6. 大阪市（2019年12月17日予定）
7. 広島市（2020年2月下旬予定）

2019年7月9日「バイオマスエネルギー技術と
事業化・経営セミナーin 東北」の開催

【https://www.nedo.go.jp/events/FF_100118.html】

2019年度実施予定

• 導入要件・技術指針はＨＰで広く一般に公開中

• 各種報告会でＮＥＤＯ事業を紹介するとともに導入要件・技術指針策定の意義、成果物について
地域との共生を図るためにワークショップ等においては、地域経済産業局との連携強化

さらなる、目標達成・成果の最大化を目指す 地域経済産業局と
ＷＳ連携開始 35



３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

NEDO HP掲載（詳細）

HPアクセス数

大幅に増加

最終目標を達成する見込みはあるか。

期間 HPアクセス数（累計）

【参考】
バイオマスエネルギー
導入ガイドブック（第4版）
※旧版

2017.2～2017.8 1,154

バイオマスエネルギー
地域自立システムの
導入要件・技術指針

2017.9～2019.10
：25ヶ月間

（直近7ヶ月）

18,330

(3,737)

導入要件・技術指針改訂（特に、概要版作成）に向けて、各経済産業局、関係省庁、
有識者等に冊子版を配布し、アンケート調査を実施。

概要版：
自治体における首長、職員の方々が導入に関心を持って頂くために、「中心となる技

術とは何か」、「導入するメリットは何か」、「当該自治体で導入するには、どのような事
例を参考にすればよいのか」、「具体的に着手するにはどのような手順をとればよいの
か」というポイントを簡潔にまとめたもの。

冊子版

広く一般に公開すべく
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

最終目標： 実証事業に向けた事業性評価（ＦＳ）を実施し、外部有識者による評価を行い、
事業性があると評価された事業については、引き続き実証事業を行う。

原料別、事業モデル別の全ての範囲で事業性評価（ＦＳ）を実施。（３５件）

事業モデル 事業性評価（FS）：35件 実証事業：7件

メ
タ
ン
発
酵
系

①大規模の都市ごみ系複合処理 2件 1件

②中規模の工業団地系の処理 5件 -

③小規模の農業残さ系の処理 6件 1件

木
質
系

④事業系の熱利用を主体にした事業 8件 3件

⑤山間地における地域密着型の事業 12件 1件

⑥工業団地における複合利用事業 2件 1件

2019.12.10時点 採択実績

②地域自立システム化実証事業 （１）事業性評価（ＦＳ）

最終目標を達成する見込みはあるか。
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

②地域自立システム化実証事業 （１）事業性評価（ＦＳ）
2019.12.10時点 採択実績

最終目標を達成する見込みはあるか。

※智頭石油(株)のFSをベースに（福）ウイズユーが実証事業化

※
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

中間目標：バイオマスエネルギー利用の地域自立システムの実証に向けて、技術指針／導入要件を満たす事業
について事業性を適切に評価した上で、実証の実施体制を組織し、実証設備の設計・建設に着手する。

②地域自立システム化実証事業 （2）実証事業

• 2018年度以降、実証前の審査を厳格化した新規公募により新たに2件採択

• 実証事業の設計・建設完了し2019年度までに 6件実施。（残り１件は、2020年開始）

事業モデル 実証事業：7件 事業者

メ
タ
ン
発
酵
系

①大規模の都市ごみ系複合処理 1件 • (株)富士クリーン

②中規模の工業団地系の処理 - －

③小規模の農業残さ系の処理 1件 • 阿寒農業協同組合

木
質
系

④事業系の熱利用を主体にした事業 3件
• 昭和化学工業(株) 
• JFE環境サービス(株)
• （福）ウイズユー

⑤山間地における地域密着型の事業 1件 • 田島山業(株)

⑥工業団地における複合利用事業 1件 • バンブーエナジー(株)

2019.12.10時点 採択実績

最終目標：バイオマスエネルギー利用の地域自立システムについて、技術指針／導入要件にもとづいて実証を実施
することで、技術指針／導入要件の内容について検証するとともに、既存技術の改良改善や要素技術の
高効率性、高品質性、低コスト性を実証し、健全な運用が可能な地域システムを具体的に提示する。

最終目標を達成する見込みはあるか。

中規模ケースは、
ＦＳを通じて
商用化済
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

達成目標については、下記のように定める。なお、本事業はテーマ設定型公募とする。なお、当該テー
マはＦＳ及び実証の中で抽出するため、個別目標についてはＦＳ以降に個別に定めるものとする。

中間目標：システム全体の運用を向上させることが期待できる、実用的な技術課題の解決にむけて、
具体的な方針を検討する。

最終目標：システム全体のコスト低減や運用性を向上させることが期待できる実用的な技術を開発

し、実証事業の中で検証する。

③地域自立システム化技術開発事業

「要素技術開発」のテーマを検討し、新規公募により1件採択（実施中）

【公募要件】
FIT制度や補助金等に頼らない事業を念頭においたシステム全体の効率を向上させることができる既存技術の

改良改善、原料の収集運搬技術、高効率化、高品質化、小型化、低コスト化することでシステム全体の運用性が向
上する技術開発を実施する。具体的には、過去の事業性評価（ＦＳ）、実証事業の中で抽出された、例えば以下の技
術課題に関する要素技術開発事業を実施する。

過去の事業性評価（ＦＳ）、実証事業の中で抽出された具体的な技術課題 ※赤字：新規公募により採択した技術開発内容

木質（草本を含む）系の原料調達 （大規模）竹林における伐採の高効率化、原料粉砕機・破砕機の耐久性向上、
燃焼灰の肥料化技術の開発

中小規模メタン発酵系のエネルギー変換 ふん尿の堆肥化処理コストの低減、発酵槽における発酵効率向上、消化液の減容化、
液肥の脱臭・濃縮技術の開発、排水処理装置の低コスト化、発酵熱回収技術の開発

小規模の木質（草本を含む）系/メタン発
酵系システム

小規模の分散型熱供給ユニット（システム）の低コスト化、小型エンジンの総合効率の向上

最終目標を達成する見込みはあるか。
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

 日本で国際ＷＳを開催 （ＩＥＡ Ｂｉｏｅｎｅｒｇｙ）

・社会・経済への波及効果が期待できる場合、積極的に評価する。

1. 2018年9月：IEA Workshop “Future perspectives of bioenergy development in
Asia” についてNEDOは、バイオマス分野について積極的に取り込み、開催・
支援。

41
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

 日本での国際交流支援

2. 2019年3月：フランス環境・エネルギー管理庁（ADEME）とのADEME-NEDO
合同セミナーの開催・支援の中でバイオマス分野も積極的に取りいれる。

・社会・経済への波及効果が期待できる場合、積極的に評価する。
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

 日本での国際交流支援

3. 2019年10月：ドイツ連邦環境・自然保護・原子炉安全省（BMUB）、ドイツ連邦
経済・エネルギー省（BMWi）と共同で、日独エネルギー・環境フォーラムを開
催・支援の中で、バイオマス分野の議論も積極的に組み入れる。

・社会・経済への波及効果が期待できる場合、積極的に評価する。
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・社会・経済への波及効果が期待できる場合、積極的に評価する。

Focus NEDO（第72号 2019年3月発行）

「地域と共生し、脱炭素社会を目指す！バイオマスエネルギー」と題した、特集を掲載、
日本語版・英語版のNEDO HP公開を通じた広報活動支援。
ワークショップ、技術相談時に積極的に配布するなどプレゼンス向上にも寄与。
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「バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業」
事業評価委員会（中間評価）

事業の概要説明資料
（補足資料）

公開
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 再生可能エネルギーの導入拡大が推進されている中、発電については固定価格買取制度（ＦＩＴ）
施行により、バイオマスエネルギーについても６３５件が認定設備として、６１３件が稼働設備として
認可され（２０１９年６月末時点）ている。（ＦＩＴ依存傾向）

 2019年度においてＦＩＴ制度による買取費用は３．６兆円（国民負担の増大）

出典：資源エネルギー庁

設備導入量（運転を開始したもの）

固定価格買取制度導入後

買
取
費
用
の
増
加

再エネの中でも太陽光が大きな要因

認定量の増加

再生可能エネルギーに係る我が国の状況
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一方、バイオマスエネルギーは、原料調達をはじめとし
たコスト等の課題も存在することから、既存の利用形態と
の競合の調整、原材料の安定供給の確保等を踏まえ、分
散型エネルギーシステムの中の位置付けも勘案しつつ、
導入の拡大を図っていくことが期待されている。

このような中で、２０３０年、更には２０５０年に向けた長期
的視野に立ち、国内の知見・技術を結集して、バイオマス
エネルギー分野における革新的・新規技術の研究開発、
開発技術の適用性拡大、コストの低減、利用・生産システ
ム性能の向上等を行い、従来技術の改善改良とあわせて
継続的な研究・技術開発が必要不可欠である。

木質バイオマス発電のコスト構造

（資料）平成25年度木質バイオマス利用支援体制構築事業
「発電・熱供給・熱電併給推進のための調査」

FIT無しで経済的に自立する事業の実現が必要

・ 燃料の安定調達と持続可能性 ・地産地消のマテリアル・エネルギー利用
・ 電気と熱を併せたエネルギー利用 ・地域の農林業・畜産業と合わせた多面的な推進

• バイオマス発電は、原価構成の７割近くを燃料費が占める高コスト構造
• FITによる売電収入で補う事業構造

バイオマス発電に係る我が国の状況

47

背 景



1. 必要性（位置付け、目的、目標等の妥当性）

・NEDOが「事業」を実施する必要性は明らかか。

「要件・指針（成果）活用のイメージ」
目 的

 健全なバイオマスエネルギー事業実施のためのガイドラインの策定
 国内で持続可能なバイオマス利用のあり方の検討

方 針
 経済的に成り立つ要件の明確化と具体的な事業モデルの提示
 個別の技術指針、対象地域が経済的に自立できるシステムと しての導入要件を策定
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

・「事業」の実施計画は妥当か。

事業期間において適切に公募（多数の応募）、優良な案件を採択

①バイオマスエネルギー導入に係る技術指針・導入要件の策定に関する検討
②(1)地域自立システム化実証事業／事業性評価（FS）
②(2)地域自立システム化実証事業／実証事業
③地域自立システム化技術開発事業

No. 公募年度 公募期間 事業項目
応募件数

（応募者数）
採択候補件数
（採択候補者）

倍 率

1 2014年度 2014年8月11日～9月11日 ① 4件（4者） 1件（1者） 4.0倍

2 2014年度 2014年12月26日～2015年1月30日 ②(1)【第1回】 ※SG 24件（41者） 6件（14者） 4.0倍

3 2015年度 2015年7月3日～8月31日 ②(1)【第2回】 ※SG 20件（36者） 5件（10者） 4.0倍

4 2016年度 2016年5月31日～7月14日 ②(1)【第3回】 (FSのみ) 21件（36者） 6件（9者） 3.5倍

5 2016年度 2017年3月24日～5月10日 ②(1)【第4回】 (FSのみ) 12件（21者） 2件（3者） 6.0倍

6 2018年度 2018年4月27日～6月7日

① 1件（1者） 1件（1者） 1.0倍

②(1)【第5回】 (FSのみ) 6件（7者） 3件（3者） 2.0倍

②(2) 1件（1者） 1件（1者） 1.0倍

③ 3件（3者） 0件（0者） 0倍

7 2018年度 2018年9月10日～10月9日
②(1)【第6回】 (FSのみ) 10件（13者） 7件（10者） 1.4倍

③ 2件（2者） 1件（1者） 2.0倍

8 2019年度
2018年9月10日～10月9日 ②(1)【第7回】 (FSのみ) 13件（20者） 6件（10者） 2.2倍

②(2) 2件（2者） 1件（1者） 2.0倍
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

ＮＥＤＯ

FS1-3

“熊野新道”〜新しい木質バイオマスエネルギーの道（拠点）づくりの事
業性評価(FS)

熊野原木市場協同組合、三重くまの森林組合、野地木材工業(株)、
辻製油(株)、(株)かきうち農園、(国大)三重大学

委託

FS1-4
実証
へ

バイオマスエネルギーを活用した農・林・工複合型モデルの事業性評価
(FS)

昭和化学工業(株)

委託

委託

(国大)長岡技術科学大学

FS1-6

エネルギー作物と家畜糞尿の混合メタン発酵とバイオマスエネルギーマネージメン
トが可能にする循環型農業システム化実証事業の事業性評価(FS)

(株)大原鉄工所、(株)いわむろバイオソリューション

共同実施

FS1-5

アクアイグニス多気ORCユニットを活用した木質バイオマス
コジェネレーションシステムの事業性評価(FS)

バイオマス熱電併給(株)、Ｅ２リバイブ(株)

委託

・「事業」の実施体制は妥当か。
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

ＮＥＤＯ

委託

委託

バイオ燃料(株)

FS2-1
実証
へ

低品位木質系廃棄物を燃料とした蒸気供給モデルの事業性評価(FS)

(株)日本リサイクルマネジメント ( ⇒ JFE環境サービス(株)へ合併 )

再委託

FS2-2
実証
へ

竹の新素材加工工場に併設したバイオマス熱・電併給カスケード利用に
よる地域再生自立システム”ゆめ竹バレー”の事業性評価(FS)

バンブーエナジー(株)、中外炉工業(株)

委託

委託

(国大)豊橋技術科学大学

FS2-3
（商用化）

ＪＡがのぞむ地域未利用資源を活用したバイオマスエネルギー有効利
用システムの事業性評価(FS)

(株)小桝屋、ゆうき青森共同農業組合、東洋紡エンジニアリング(株)

共同実施

FS2-4

原木をそのまま燃料とする丸太ボイラーによる熱供給事業の事業性評
価(FS)

智頭石油(株)、(国大)鳥取大学

(2)地域自立システム化実証事業／事業性評価(FS)【第2回公募】

・「事業」の実施体制は妥当か。
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

ＮＥＤＯ

委託

FS3-1
（商用化）

都市と農業地域を繋ぐ循環型バリューチェーン構築を目的とした実証開
発の事業性評価(FS)

(株)竹中工務店

委託

委託 FS3-2
実証
へ

家畜ふん尿由来のバイオガスエネルギーを利用した酪農地域自立シス
テムの事業性評価(FS)

阿寒農業協同組合、北海道エア・ウォーター(株)

FS2-5
実証
へ

持続可能な林業に資するバイオマスエネルギーの地域利活用の事業性
評価(FS)

田島山業(株)

委託
FS3-3

竹改質による燃料化の事業性評価(FS)

(株)日立製作所

委託
FS3-4

山林循環再生をめざすバイオマスエネルギー活用地域自立システム化
実証事業の事業性評価(FS)

山陽チップ工業(株)、(株)ＥＥＣＬ

(2)地域自立システム化実証事業／事業性評価(FS)【第3回公募】

・「事業」の実施体制は妥当か。
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

ＮＥＤＯ

委託

FS3-6

里山エコリゾートのためのスローテクノロジー統合型の地域木質熱利用
システムの事業性評価(FS)

(学法)東海大学、(株)東急リゾートサービス

委託

委託
FS4-1

食品加工残さ等と家畜ふん尿の混合メタン発酵処理による大規模植物
工場への熱供給システムの事業性評価(FS)

北海道エア・ウォーター(株)

FS3-5

中山間・内陸に適した木質バイオマスエネルギー需給複合型システム
の事業性評価(FS)

長野森林組合

委託 FS4-2
（商用化）
技術開発

小型分散による鶏糞メタンガス発電システム導入と熱利用の事業性評
価(FS)

三昌物産(株)、三菱UFJリサーチ＆コンサルティング(株)

(2)地域自立システム化実証事業／事業性評価(FS)【第4回公募】

・「事業」の実施体制は妥当か。
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

ＮＥＤＯ

委託

FS5-2
地域材を利用した木質バイオマス熱供給事業の事業性評価（ＦＳ)

坂井森林組合

委託

委託
FS5-3

鶏糞メタンガス発電システムを用いたエネルギー変換利用及び鶏糞残
余を活用した副産物高付加価値化に係る事業性評価（ＦＳ）

(株)インターファーム

FS5-1
実証
へ

廃棄バイオマスを利用したクリーニング工場への蒸気供給事業の事業
性評価（ＦＳ）

智頭石油(株)

(2)地域自立システム化実証事業／事業性評価(FS)【第5回公募】

・「事業」の実施体制は妥当か。

※智頭石油(株)のFSをベースに（福）ウイズユーが実証事業化

※
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

ＮＥＤＯ

委託

FS6-2

産業拠点において低質バイオマスを段階的利用する熱電自給・小規模
熱利用システムの事業性評価（ＦＳ）

山室木材工業(株)

委託

委託
FS6-3

早生樹を軸とした農林エネルギー地域循環サスティナブル事業の事業
性評価（ＦＳ）

（一財）石炭エネルギーセンター、遠野興産(株)

FS6-1

栃木県におけるエリアンサスを含めたバイオマス資源を利活用した公共
施設への地域自立システム化の事業性評価（ＦＳ）

高砂熱学工業(株)、（一社）日本有機資源協会

(2)地域自立システム化実証事業／事業性評価(FS)【第6回公募】

委託
FS6-4

山村における木質バイオマス地域熱供給モデル構築事業の事業性評
価（ＦＳ）

（一社）日本木質バイオマスエネルギー協会

・「事業」の実施体制は妥当か。
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

ＮＥＤＯ

委託

FS6-6

大分県臼杵市における木質バイオマスの熱エネルギー有効活用の事
業性評価（ＦＳ）

ワタミファーム＆エナジー(株)

委託

委託
FS6-7

混合バイオマスによるガレージ式乾式メタン発酵システムの事業性評価
（ＦＳ）

(株)サナース、山興緑化（有）

FS6-5

性状の異なる原料を用いたバイオマスガス化熱電併給事業の事業性評
価（ＦＳ）

(株)日本総合研究所

(2)地域自立システム化実証事業／事業性評価(FS)【第6回公募】

・「事業」の実施体制は妥当か。
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

・「事業」の実施体制は妥当か。

ＮＥＤＯ

委託

FS7-2

地域バイオマス持ち込みシステムとスマートバイオマスネットワークの事
業性評価（FS）

広島県北広島町、（国大）広島大学

委託

委託
FS7-3

使用済菌床等の地域産資源を活用したバイオマス燃料供給・地産地消
モデル事業の事業性評価（FS）

中部電力(株)、(株)シーエナジー

FS7-1

家畜ふん尿に由来する液化バイオメタンの都市部へのエネルギー供給
システムの事業性評価（FS）

北海道エア・ウォーター株式会社

(2)地域自立システム化実証事業／事業性評価(FS)【第7回公募】

委託
FS7-4

オンサイト型小型メタン発酵システムの普及のために高温可溶化処理と乳酸発酵の技術を活用したメタン発酵
のガス収量の増加による事業性向上と陸上養殖を組み合わせた事業性評価（FS）

(株)ヴァイオス、（国大）京都大学
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

ＮＥＤＯ

委託

FS7-2

製糖工場汚泥と肉牛ふんを主原料とした乾式メタン発酵バッチシステム
の事業性評価

株式会社北土開発

委託

FS7-1

グリセリン含有廃液リサイクルを核とした地域バイオマスエネ
ルギー循環事業の事業性評価（FS）

バイオ燃料技研工業(株)、（国大）山口大学

(2)地域自立システム化実証事業／事業性評価(FS)【第7回公募】

・「事業」の実施体制は妥当か。
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

ＮＥＤＯ

助成(2/3)
実証2

真庭市北部におけるバイオマスエネルギーによる地域自立システム実
証事業

昭和化学工業(株)

助成(2/3)
実証1

地域における混合系バイオマス等による乾式メタン発酵技術を適用した
バイオマスエネルギー地域自立システムの実証事業

(株)富士クリーン

助成(2/3)
実証4

竹の新素材加工工場に併設したバイオマスの熱・電併給カスケード利
用による地域再生自立システム”ゆめ竹バレー”の実証事業

バンブーエナジー(株)

助成(2/3)
実証3

低品位木質系廃棄物を燃料とした蒸気供給モデルの実証事業

JFE環境サービス(株) (← 旧(株)日本リサイクルマネジメント 2017.10 合併 )

助成(2/3)
実証5

持続可能な林業に資するバイオマスエネルギーの 地域利活用の実証
事業

田島山業(株)

(2)地域自立システム化実証事業／実証事業

第1回SG

第2回SG

第2回SG

第2回SG

第3回SG

※SG：実証事業者選定のためのステージゲート審査

・「事業」の実施体制は妥当か。
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

ＮＥＤＯ

助成(2/3)
実証6

家畜ふん尿由来のバイオガスエネルギーを利用した酪農地域自立シス
テムの実証事業

阿寒農業協同組合

(2)地域自立システム化実証事業／実証事業

公募

助成(2/3)
実証7

廃棄バイオマスを利用したクリーニング工場への蒸気供給事

業の実証事業

社会福祉法人ウイズユー
公募

助成(2/3) 技術
開発1

オンサイト小型バイオガス発電システムの要素技術開発事業

アイシン精機株式会社
公募

(3)地域自立システム化技術開発事業

・「事業」の実施体制は妥当か。
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2. 効率性（実施計画、実施体制、実施方法、費用対効果等の妥当性）

・情勢変化に対応して「事業」の実施計画、実施体制等を見直している場合、
見直しによって改善したか。

「情勢の変化：重油価格変動」

重油価格変動についても十分に検討している実証事業者を選定。
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

①バイオマスエネルギー導入に係る技術指針／導入要件の策定に関する検討（1/9）

 事業化に必要な４つの視点で、各フェーズで留意点を整理

 バイオマス事業検討初期の “専門知識のない”事業者/自治体向けに、構想～稼働
までの円滑な 意思決定＆アクションをサポートするガイドライン

※対象読者は企業/自治体の意思決定者および現場担当者
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

①バイオマスエネルギー導入に係る技術指針／導入要件の策定に関する検討（2/9）

 Ⅰ～Ⅲ章の3部構成で、「構想時」・「計画・FS調査時」・「基本設計・運用時」の留意点を整理
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

①バイオマスエネルギー導入に係る技術指針／導入要件の策定に関する検討（3/9）

 より効果的なガイドライン策定のため、随時改定し公開していく
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

①バイオマスエネルギー導入に係る技術指針／導入要件の策定に関する検討（4/9）

 より効果的なガイドライン策定のため、随時改定し公開していく
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

①バイオマスエネルギー導入に係る技術指針／導入要件の策定に関する検討（5/9）

 より効果的なガイドライン策定のため、随時改定し公開していく
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

①バイオマスエネルギー導入に係る技術指針／導入要件の策定に関する検討（6/9）

 より効果的なガイドライン策定のため、随時改定し公開していく
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

①バイオマスエネルギー導入に係る技術指針／導入要件の策定に関する検討（7/9）

 より効果的なガイドライン策定のため、随時改定し公開していく
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

①バイオマスエネルギー導入に係る技術指針／導入要件の策定に関する検討（8/9）

 より効果的なガイドライン策定のため、随時改定し公開していく
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

①バイオマスエネルギー導入に係る技術指針／導入要件の策定に関する検討（9/9）

 より効果的なガイドライン策定のため、随時改定し公開していく
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

②地域自立システム化実証事業

No.
事業
分類

事業内容 助成先

1
メタン
発酵系

地域から発生する多種類の混合系バイオマスを乾式メタン発酵技術により生産し
たバイオマスエネルギーを周辺地域との連携により利用拡大を促進するシステ
ムの構築を目指す事業。

(株)富士クリーン

2 木質系
地域で利用可能なバイオマス資源を収集し、既存工場にて珪藻土原料乾燥のエ
ネルギーとして利用するとともに、その余剰熱を利用する事業。

昭和化学工業（株）

3 木質系
岡山県倉敷市を中心とする広範囲な地域から発生する発電用木質バイオマスと
は競合しない夾雑物を含む建築廃材や低品位の木質バイオマスを燃料とするボ
イラーにてコンビナート内へ蒸気を供給する事業。

JFE環境サービス(株)

4 木質系
地域課題である竹を有効利用し、竹加工工場および、原料１次処理工場にORC
ユニットによる高効率熱電併給を行う事業。

バンブーエナジー（株）

5 木質系
チッピングロータリー車を活用し、林地残材の現地チップ化を行い、輸送すること
で効率的な木質バイオマス燃料化を検討し、林地残材集材システムを構築、チッ
プの安定供給を図る。

田島山業（株）

6
メタン
発酵系

堆肥化が困難な高・中水分の家畜ふん尿由来のバイオガスエネルギーを利用し
た酪農地域自立システムの構築を目指す事業。

阿寒農業協同組合

7 木質系 廃棄バイオマスを利用したクリーニング工場への蒸気供給事業の実証事業 （福）ウイズユー
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

②地域自立システム化実証事業 ：(株)富士クリーン
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

②地域自立システム化実証事業 ：(株)富士クリーン
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

②地域自立システム化実証事業 ：(株)富士クリーン
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

②地域自立システム化実証事業 ：昭和化学工業(株)
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

②地域自立システム化実証事業 ：昭和化学工業(株)
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

②地域自立システム化実証事業 ：昭和化学工業(株)

77



３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

②地域自立システム化実証事業 ：JFE環境サービス(株)
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

②地域自立システム化実証事業 ：JFE環境サービス(株)
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

②地域自立システム化実証事業 ：JFE環境サービス(株)
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３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

②地域自立システム化実証事業 ：バンブーエナジー(株)

81



３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

②地域自立システム化実証事業 ：バンブーエナジー(株)

82



３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

②地域自立システム化実証事業 ：バンブーエナジー(株)

83



３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

②地域自立システム化実証事業 ：田島山業(株)

84



３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

②地域自立システム化実証事業 ：田島山業(株)

85



３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

②地域自立システム化実証事業 ：阿寒農業協同組合

86



３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

②地域自立システム化実証事業 ：阿寒農業協同組合

87



３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

②地域自立システム化実証事業 ：阿寒農業協同組合

88



３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

②地域自立システム化実証事業：（福）ウイズユー

89



３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

③地域自立システム化技術開発事業：アイシン精機(株)

90



３. 有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）

・各個別テーマの成果と意義

③地域自立システム化技術開発事業：アイシン精機(株)

91


